
議案第３４号

専決処分の承認を求めることについて

（向日市税条例及び向日市都市計画税条例の一部を改正する

条例）

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、別紙のとおり専決処分（向日市税条例及び向日市都市計画

税条例の一部を改正する条例）したので、同条第３項の規定により、

これを報告し、承認を求める。

令和２年５月２５日提出

向日市長 安 田 守



専 決 処 分 書

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分する。

向日市税条例及び向日市都市計画税条例の一部を改正する条例

令和２年４月３０日

向日市長 安 田 守
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条例第１７号

向日市税条例及び向日市都市計画税条例の一部を改正する条

例

（向日市税条例の一部改正）

第１条 向日市税条例（昭和２９年条例第６号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第１０条中「法附則第１５条から第１５条の３の２まで」

の次に「、第６１条又は第６２条」を、「又は附則第１５条から

第１５条の３の２まで」の次に「、第６１条若しくは第６２条」

を加える。

附則第１０条の２に次の１項を加える。

１３ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は０

とする。

附則第１５条の３中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月

３１日」に改める。

附則に次の１条を加える。

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手

続等）

第２３条 第９条第７項の規定は法附則第５９条第３項において

準用する法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間に

ついて準用する。

第２条 向日市税条例の一部を次のように改正する。

附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第
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６４条」に、「第６１条若しくは第６２条」を「第６３条若しく

は第６４条」に改める。

附則第１０条の２第１３項中「附則第６２条」を「附則第６４

条」に改める。

附則に次の１条を加える。

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控

除の特例）

第２４条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロ

ナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨

時特例に関する法律（令和２年法律第２５号）第６条第４項の

規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２第１項の

規定の適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは、

「令和１６年度」とする。

（向日市都市計画税条例の一部改正）

第３条 向日市都市計画税条例（昭和４２年条例第１５号）の一部

を次のように改正する。

附則第１６項中「又は第１５条の３」を「、第１５条の３又は

第６１条」に改め、「第１５条の３まで」の次に「若しくは第６

１条」を加える。

第４条 向日市都市計画税条例の一部を次のように改正する。

附則第１６項中「第６１条」を「第６３条」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条

の規定は、令和３年１月１日から施行する。
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〈参 考〉

向日市税条例の一部改正（第１条関係）

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

附 則 附 則

（読替規定） （読替規定）

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２まで、第 第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２まで

６１条又は第６２条の規定の適用がある各年度分の固定 の規定の適用がある各年度分の固定

資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条の３ 資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条の３

の４から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは の４から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは

第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は附則第 第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は附則第

１５条から第１５条の３の２まで、第６１条若しくは第 １５条から第１５条の３の２まで

６２条」とする。 」とする。

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合）

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略

２～１２ 略 ２～１２ 略

１３ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割

合は０とする。

（軽自動車税の環境性能割の非課税） （軽自動車税の環境性能割の非課税）

第１５条の３ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項に 第１５条の３ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項に

おいて準用する場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自 おいて準用する場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自

動車（自家用のものに限る。以下この条において同 動車（自家用のものに限る。以下この条において同

じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令 じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令

和元年１０月１日から令和３年３月３１日までの間（附 和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの間（附

則第１５条の７第３項において「特定期間」という。） 則第１５条の７第３項において「特定期間」という。）

に行われたときに限り、第８０条第１項の規定にかかわ に行われたときに限り、第８０条第１項の規定にかかわ

らず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 らず、軽自動車税の環境性能割を課さない。

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に

係る手続等）

第２３条 第９条第７項の規定は法附則第５９条第３項に

おいて準用する法第１５条の２第８項に規定する条例で

定める期間について準用する。
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向日市税条例の一部改正（第２条関係）

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

附 則 附 則

（読替規定） （読替規定）

第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２まで、第 第１０条 法附則第１５条から第１５条の３の２まで、第

６３条又は第６４条の規定の適用がある各年度分の固定 ６１条又は第６２条の規定の適用がある各年度分の固定

資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条の３ 資産税に限り、第６１条第８項中「又は第３４９条の３

の４から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは の４から第３４９条の５まで」とあるのは、「若しくは

第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は附則第 第３４９条の３の４から第３４９条の５まで又は附則第

１５条から第１５条の３の２まで、第６３条若しくは第 １５条から第１５条の３の２まで、第６１条若しくは第

６４条」とする。 ６２条」とする。

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合）

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略

２～１２ 略 ２～１２ 略

１３ 法附則第６４条に規定する市町村の条例で定める割 １３ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割

合は０とする。 合は０とする。

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別

税額控除の特例）

第２４条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新

型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税

関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５

号）第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附

則第７条の３の２第１項の規定の適用については、同項

中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年度」とす

る。
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向日市都市計画税条例の一部改正（第３条関係）

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

附 則 附 則

１～１３ 略 １～１３ 略

（宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義務の免 （宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義務の免

除等） 除等）

１４及び１５ 略 １４及び１５ 略

１６ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１８項から第 １６ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１８項から第

２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、第３３ ２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、第３３

項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項 項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項

まで、第４７項若しくは第４８項、第１５条の２第２ まで、第４７項若しくは第４８項、第１５条の２第２

項、第１５条の３又は第６１条の規定の適用がある各年 項又は第１５条の３ の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第２条第２項中「又は第３３ 度分の都市計画税に限り、第２条第２項中「又は第３３

項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則第１５条か 項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則第１５条か

ら第１５条の３まで若しくは第６１条」とする。 ら第１５条の３まで 」とする。
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向日市都市計画税条例の一部改正（第４条関係）

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

附 則 附 則

１～１３ 略 １～１３ 略

（宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義務の免 （宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義務の免

除等） 除等）

１４及び１５ 略 １４及び１５ 略

１６ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１８項から第 １６ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１８項から第

２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、第３３ ２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、第３３

項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項 項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項

まで、第４７項若しくは第４８項、第１５条の２第２ まで、第４７項若しくは第４８項、第１５条の２第２

項、第１５条の３又は第６３条の規定の適用がある各年 項、第１５条の３又は第６１条の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第２条第２項中「又は第３３ 度分の都市計画税に限り、第２条第２項中「又は第３３

項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則第１５条か 項」とあるのは「若しくは第３３項又は附則第１５条か

ら第１５条の３まで若しくは第６３条」とする。 ら第１５条の３まで若しくは第６１条」とする。


